Balanced Scorecard for Inclusive Growth Strategies by 金藤 正直 & 岡 照二
包括的成長戦略のためのBSCの適用可能性












2000 年代に入ると、CSR（Corporate Social Responsibility）に関する EU の取




で CSR 担当または関連の部署が作られ、CSR の普及・推進を図ったり、社会的
責任に関する手引き（ISO26000）の発行とこれへの対応の必要性なども後押し
し、企業だけではなく、自治体などの組織や団体にも拡がっていった。
　しかし、 ポーター = クラマー （Porter, M. E., and M. R. Kramer） は、 CSV
（Creating Shared Value：共通価値の創造）に関する研究の中で（1）、社会貢献の
色彩が強い CSR と、環境保全や社会問題の解決を通して経済的価値を高めてい
くことを目的とした競争優位の戦略的 CSR とされる CSV とは異なる概念である
と位置づけた（2）。これを契機に、CSV の概念は CSR に変わる新しい考え方とし





　日本企業での CSV の普及や対応が進んでいく中で、2015 年には、国連で持続
可能な開発目標 （Sustainable Development Goals：SDGs） が採択された。SDGs
では、企業や自治体などの組織が、地球上の「誰一人取り残さない（leave no 
one behind）」持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するために、2030 年
を期限とする 17 の目標、169 のターゲット、232 の指標が設定されている（4）。国
（政府）は、この SDGs を組織の持続可能性を高める新たな戦略と捉え、企業や






























展開していた環境保全や CSR の取り組みを SDGs の 17 の目標に紐づけているだ
けで、その本質的な変化は何も生じていないと評価し、日本企業における SDGs
経営の取り組みは表面的である（11）、と指摘している。そこで、彼らは、日本企業
における SDGs 経営のこうした課題への解決策として、CSV 事業の推進ととも
に、カニア ＝ クラマー（Kania J., and M. R. Kramer）が提唱したコレクティブ・
インパクト（Collective Impact）の展開を提案しているが（12）、「定量的な指標など
を用いた SDGs 経営の評価方法」までは触れていない。このような評価方法につ



























































現在の CSR は、60 年代から 70 年代の「企業の社会的責任」とは次元が違うこ
と、また、コンプライアンスやフィランソロピーとも本質的に異なる概念であ
る、と述べている（20）。
　ポーター = クラマーは、 2006 年に、 企業経営における CSR を伝統的または受
動的なものと戦略的なものに分類し、そして 2010 年には、戦略的 CSR の概念を





























ている。先述した 60 年代から 70 年代の CSR の概念は、図表 1 で言えば、伝統
的または受動的 CSR に近い概念であると考えられる（23）。



















SDGs では、経済、環境、社会の 3 側面の相互関連性を意識しながら、17 の目標
7
に関する幅広い課題への解決に向けた取り組みが推奨されている。
　SDGs は現在、CSR や CSV と同じように企業の経営戦略として捉えられ、ま
た自治体でも政策・施策に組み込まれ、その実現に向けた経営が行われてい






決による経済的価値と社会的価値の同時創出を目指す CSV（29）、さらには IG より





















































































































































































































出所： Kaplan, R. S., G. Serafeim, and E. Tugendhat（2019）, “Intelligent Design of Inclusive 

















図表 4　Off-Taking Corporation のための戦略マップ
出所： Kaplan, R. S., G. Serafeim, and E. Tugendhat（2019）, “Intelligent Design of Inclusive 




























ger, S.）等によって提唱された SBSC（Sustainability Balanced Scorecard）（47）に
あたり、ハンセン = シャルテガー （Hansen, E. G. and S. Schaltegger） （2016） に


























on Sustainable Palm Oil：RSPO）」が 2004 年に設立された。RSPO は 2002 年に




本部はマレーシアのクアラルンプールにある（51）。現在、RSPO には約 4,500 団体






























問題となった。このような状況において、サラヤは 2005 年 1 月に日本企業とし
























ネットワーク（Japan Sustainable Palm Oil Network：JaSPON）を 2019 年 4 月








ルの社会・環境問題を解決するために設立された NPO である BCTJ、持続可能
なパーム油の生産と利用を目指す RSPO や JaSPON とパートナー関係を結ぶこ
とで、関係者全員に価値をもたらすエコシステムを構築していると言える。そし
て、エコシステムを構築する際に、日本とマレーシア両方の情報を知り、専門的



















































指したイノベーション、戦略、MCS の総合的研究」（2019 年度-2021 年度）の研究成果の一部
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